
 
 

第１ ４ 章 住  宅 
 

１  住宅の概要 

 

本県の総住宅数は、 住宅・ 土地統計調査( 総務省) によ る と 平成25年から 平成30年ま での５

年間で約17, 000戸の増加と なっている 。人口減少の反面、普通世帯数も 増加し ている が、住宅

総数と 普通世帯数の差が大き く なっており 、 空き 家の増加につながっている 。  

 令和５ 年度における 新設住宅着工戸数は、令和４ 年度の4, 559戸から 4, 510戸と 減少（ -1. 1％）

し た。 利用関係別にみる と 、 持ち家（ 2, 336戸、 5. 6％減）、 貸家（ 1, 365戸、 5. 3％増）、 分譲住

宅（ 783戸、 6. 2％増） であった。  

近年は、 住宅の新規建設に加え、 既存住宅の住環境向上を図る リ フ ォ ーム工事の促進など

住宅ス ト ッ ク 対策の重要性が増し てき ている 。  

 

（ １ ） 住宅数及び世帯数の推移 

区  分 単位 H10 H15 H20 H25 H30 R5 

全国住宅総数 千戸 50,246 53,890 57,593 60,628 62,407 65,020 

県住宅総数 戸 394,200 415,000 432,700 431,900 449,000 455,200 

県普通世帯数 世帯 365,300 373,800 384,100 384,600 394,200 391,300 

（ 出典） 住宅・ 土地統計調査（ 総務省） ※令和５ 年は速報集計値 

 

（ ２ ） 新設住宅着工利用関係別表 

区分 

年度 
総数(機構利用) 持 家 貸 家 給与住宅 

その他 

(分譲住宅) 

22 4,224 （   194）  2,566 1,212 35 411 

23 4,247 （  150）  2,935 1,062 8 242 

24 4,884 （   70）  3,189 1,300 91 304 

25 5,879 （   47）  3,765 1,610 77 427 

26 4,641 （   47）  2,636 1,491 26 488 

27 5,414 （   23）  2,991 1,787 15 621 

28 5,517 （   23）  3,035 1,808 30 644 

29 5,968 （   16）  3,005 2,152 49 762 

30 6,207 （   23）  3,211 2,114 14 868 

R1 5,697 （   38）  2,804 1,894 25 974 

R2 4,910 （   56）  2,862 1,273 8 767 

R3 5,184 （   45）  2,867 1,541 21 755 

R4 4,559 （   38）  2,474 1,296 52 737 

R5 4,510 （   62）  2,336 1,365 26 783 

（ 出典） 建築動態統計調査（ 国土交通省）  
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２  山形県住生活基本計画 

 

住生活基本計画については、住生活基本法（ 平成18年法律第61号） に基づき 、県民の住生活

の安定の確保と 向上の促進のための基本的施策を定める も ので、 全国計画と 都道府県計画が

策定さ れている 。  

本県では、最初の計画を平成19年３ 月に策定し 、その後、平成23年度及び平成28年度に２ 回

の見直し を行い、 令和３ 年度（ 令和４ 年３ 月） に第３ 回の見直し を行った。  

 

・ 山形県住生活基本計画の概要 

① 基本方針 

人口減少社会においても 、地域の活力を維持し 、すべての人が健康で安心し て暮ら せる 居

住環境を実現する 。  

〇やま がた「 住ま い」 の未来像〇 

 ・ 夏は暑く 、 冬は雪深く 寒さ 厳し い本県の自然環境と 調和し た住ま い 

 ・ 良質で長持ちし 、 世代を超えて使用でき る 住ま い 

 ・ 冷暖房など の消費エネルギーが少なく 、子育てや介護にも 配慮さ れた、快適で健康に 

暮ら せる 住ま い 

 ・ 激甚化・ 頻発化する 災害に対し て安全な住ま い 

②基本目標及び成果指標 

居
住
者
の
視
点 

目標１  
県民が健康で暮ら すこ と ができ 環境にも やさ し い住ま いの整備促進 

【 省エネ・ カーボンニュ ート ラ ル】  

目標２  県民が安全に生活でき る 住ま いの整備・ 確保     【 防災・ 安全】  

目標３  
すべての県民が安心し て暮ら すこ と が出来る 住生活の実現 
                     【 住宅セーフ ティ ネッ ト 】  

目標４  
次代を担う 若者世代が安心し て結婚・ 子育ても でき る 住生活の実現 

    【 若者・ 子育て】  

地
域
づ
く
り
の
視
点 

目標５  多様なメ ニュ ーを組み合わせた総合的な雪対策の推進     【 雪対策】  

目標６  空き 家の発生抑制と 除却・ 利活用する 取組みの推進     【 空き 家】  

目標７  
持続可能なま ちの形成に向けた住環境の整備 

【 ま ちづく り ・ コ ミ ュ ニティ 】  

産
業
の 

視
点  

目標８  県内住宅関連産業の振興と 技術者育成            【 産業振興】  

目標９   
やま がた森林（ モリ ） ノ ミ ク ス の推進によ る 県産木材の利用促進 

   【 県産木材】  

③計画期間 

令和３ 年度から 令和12年度ま での10年間（ 全国計画と 同じ ）  
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 ④成果指標と 主要事業 
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３  住宅支援 

 

（ １ ）  住宅取得支援 

① 住宅新築支援 

・ 快適に暮ら すこ と ができ 、カーボンニュ ート ラ ルにも つながる 高断熱・ 高気密住宅「 や

ま がた省エネ健康住宅」 の新築を推進する 。  

  ・ 自ら 居住する ため、「 やま がたの木」 認証制度によ り 産地証明さ れた県産木材を使用し

て、高断熱・ 高気密住宅である「 やま がた省エネ健康住宅」 を新築する 際に補助金を交

付。  

要件 補助金額 

・ やま がた省エネ健康住宅認証※１  

・ 県産木材使用※２ （ 50% 以上）  
70万円（ 定額）  

 
※１ ）「 やま がた省エネ健康住宅の普及促進に関する 要綱」 に基づき 認定証の交付を 受けた住宅 
※２ ） 住宅の延べ床面積（ ㎡） ×0. 1×上記割合以上（ ㎥）  

 

 

②  中古住宅取得支援 

  ・ 空き 家対策のため、 良質な中古住宅の流通を促進さ せる 。  

・ 一定の条件を満たす中古住宅を購入する 際に補助金を交付。  

対象住宅 補助要件 補助金額 

・ 令和６ 年４ 月１ 日以降に購入 

・ 完成後２ 年超え又は居住実績がある  

・ 既存住宅売買瑕疵保険加入等 

返済期間が10年以上50年以内

の住宅ロ ーンを金融機関と 契約 

・ 移住・ 新婚・ 子育て世帯：  

最大40万円 

・ 一般世帯： 最大30万円 

 

 

○住宅新築支援及び中古住宅取得支援の実績 

 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 

募集戸数 350 350 300 300 290 250 225 

申込実績 329 300 219 310 289 264 178 
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（ ２ ） 住宅リ フォ ーム支援 

  ・ 住宅リ フォ ームの需要喚起を図る 。  

  ・ 住宅の質の向上と と も に、 人口減少対策を図る 。  

・ 自ら が所有し 、 居住する 住宅の性能向上や耐震改修工事の費用の一部を支援。  

事業名 対象工事 対象世帯 補助率・上限額※１ 

住宅耐震改修 

事業 

・ 県内に本店を 有する 事業者が施工する こ と  

・ 耐震診断の結果に基づき 市町村が定める 水準 

以上の耐震性能を 確保する こ と  

全て  

上限80万円 

（ 市町村＋県）  

住宅リ フ ォ ーム  

支援事業 

・ 県内に本店を 有する 事業者が施工する こ と  

・ ５ つの要件工事※２ のいずれか一つ以上を 含んで

いる こ と  

 ①減災対策 

4/5、 上限30万円 

（ 市町村＋県）  

 ②寒さ 対策・ 断熱化 

 ③バリ アフ リ ー化 

 ④克雪化 

 ⑤県産木材使用 

1/5、 上限24万円 

（ 市町村＋県）  

・ 移住世帯 

・ 新婚世帯 

・ 子育て世帯 

1/3、 上限30万円 

（ 市町村＋県）  

   ※１ ） 市町村によ り 補助金額・ 補助率が異なる 場合あり  

 

※２ ） ５ つの要件工事 

①減災対策 ②寒さ 対策・ 断熱化 ③バリ アフ リ ー化 

  
 

手摺の設置 等 

防災ベッ ド の設置 等 二重サッ シに交換 等 

④克雪化 ⑤県産木材使用  

  

 

融雪屋根設備 等 増築部分に県産木材を 使用 

 

○住宅リ フ ォ ーム支援の実績 

 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 

補助件数 件 3,736 3,291 3,342 3,172 3,406 3,122 3,108 

補助金額 千円 615,586 558,635 576,199 446,435 339,573 316,838 312,926 
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（ ３ ） やま がたの木造住宅建設担い手育成事業 

①山形の家づく り 「 未来の匠」 育成事業 

・ 大工技能者の魅力を発信する こ と によ り 、 新規大 

工入職者の増加を図る 。  

・ 対象： 学生を含む未就職者の若者 

・ 山形の家づく り 「 未来の匠」 育成協議会が主催す  

る セミ ナーの開催支援 

 

 

②若手大工技能習得サポート 事業 

・ 継続的な大工技能者の入職促進、 離職防止を図る 。  

・ 対象： 新規入職から 概ね５ 年目ま での若手大工 

・「 若手大工育成支援プロ グラ ム」 と し て位置づけ、  

資格取得や技能習得を条件と し たサポート 資金に 

よ る 支援 

 

 

 

③木造建築「 技能の匠・ 熟練の匠」 認定 

・ 高い技術と 経験を有する 大工技能者を認定し 、  

県の広報媒体など を利用し て周知する こ と で、  

大工技能者の魅力向上を図る 。  

・ 事業実績 

 

○平成26年度から 令和５ 年度ま での実績 

 大工職人の認定 

熟練の匠  ７ １ 人＊ 

技能の匠 ９ ９ 人 

＊熟練の匠71人は技能の匠と 重複 

 

 

④山形県「 木造建築伝承の匠」 知事表彰 

・ 木造建築技能者の社会的評価の確立と 、  

後継者の育成促進を図る 。  

・ 木造住宅建築技能者と し て高い技術を持ち、  

かつ、 多年にわたり 後継者を育成し ている  

方を「 木造建築伝承の匠」 と し て知事が表彰。  

 

 

 

 

 

 

①一級建築大工技能士 

②木造在来工法住宅の建築実績10戸 

③省エネ及び県産木材の講習会受講 

④県産木材使用住宅の建築実績１ 戸 

①「 技能の匠」 である こ と  

②耐震・ バリ アフリ ー・ リ フォ ームの 

講習会受講 

③県産木材使用住宅の建築実績５ 戸 
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⑤住宅建築情報交流事業 

・ 県民の持家取得や住環境の向上、 県内住宅産業の活性化を図る 。  

  ・ 山形県住宅情報総合サイ ト 「 タ テッ カーナ」（ 平成23年８ 月開設） によ り 、 以下の情報

を発信            

◎やま がた省エネ健康住宅について 

◎県・ 市町村が行う 様々な住宅建設関連支援策 

◎山形の住宅建築に関する 伝統的な技術や職人 

◎リ フ ォ ームや新築住宅の事例 

※タ テッ カーナ： 山形弁の「 家を 建てっ かなあ」 を も じ っ た愛称 
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４  空き 家対策 

 

本県の空き 家率は全国平均を 下回っている も のの、 人口減少の進展に伴い空き 家数は今後

ま すま す増加する こ と が予想さ れる 。  

県土整備部では、 空き 家対策をま ちづく り 政策・ 住宅政策上の重要な課題と 位置付け、 下

記の取組みを行っている 。  

［ 空き 家数及び空き 家率の推移］   ※住宅・ 土地統計調査結果に基づき 作成。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ） 老朽危険空き 家対策（ 市町村の取組み支援）  

年度 実施内容 

H24年度 ○「 空き 家対策に係る 対応指針」 策定（「 空き 家管理モデル条例」 策定）  

H26年度 ○「 やま がたの空き 家対策の手引き 」 策定   ○「 ま ちの再生支援事業」 の創設 

H27年度 ○「 株式会社ゼンリ ンと の連携協定」 の締結 

H28年度 ○「 空家等対策計画のモデル計画」 策定      ○「 空き 家大辞典」 作成 

H29年度 ○「 特定空家等に関する 判断の手引き 」 策定 

H30年度 ○「 空き 家大辞典第２ 版」 作成 

R３年度 〇「 空き 家大辞典第３ 版」 作成 

（ ２ ） 空き 家の利活用対策 

年度 実施内容 

H27年度 
○空き 家利活用相談窓口の設置     ○山形県住宅ﾘﾌｫ ﾑー総合支援事業の拡充 
○中古住宅診断補助制度の創設 

H28年度 ○住替え支援制度の構築に向けた検討 

H29年度 
○山形の家づく り 利子補給制度の拡充  ○総合的な空き 家対策モデル事業の実施 
○県、 芸工大、 公社と 上山市によ る 「 地域づく り 連携協定」 締結 

H30年度 

［ 総合的な空き 家対策支援事業（ 鮭川村： 村営空き 家活用定住促進住宅）］  
○総合的な空き 家対策モデル事業の実施 
○「 総合的な空き 家対策推進マニュ アル」 策定 

R１年度 

○総合的な空き 家対策支援事業の実施（ 遊佐町、 鮭川村）  
○県、 芸工大、 公社と 遊佐町・ 鮭川村によ る 「 地域づく り 連携協定」 締結 
○「 山形県空き 家利活用促進セミ ナー」 開催 
○県、 山形市、 山形大、 芸工大、 公社によ る「 準学生寮供給に関する 連携協定」 締結 

 

 

  

［ 総合的な空き 家対策支援事業（ 鮭川村： 村営空き 家活用定住促進住宅）］  

○改修前 ○改修後 

山形県の空き 家数及び空き 家率の推移  

（ 出典： 総務省統計局 住宅・ 土地統計調査） ※令和5年は速報集計値 

137



 
 

（ ３ ） 地域の空き 家対策の担い手育成 

 ①事業目的 

 空き 家対策を継続的に実施する ために必要な、 市町村と 連携し 地域に根差し て空き 家対策に

取り 組む人材『 エリ アマネージャ ー』 を育成する  

②事業実績 

年度 実施内容 

R1年度 
○エリ アマネージャ ーの必要性を、ロ ールモデルによ る パネルディ ス カッ ショ ンを通
し て共有する セミ ナーを開催 

R2年度 
○エリ アマネージャ ーの可能性を、先進的な取り 組みを実施する 事業者、市町村職員
よ り 事例紹介を 通し て探る セミ ナーを開催 

R3年度 ○エリ アマネージャ ー候補者と 市町村事業の調整 

R4年度 

○山形県空き 家対策エリ アマネージャ ー認定制度の創設 
○山形県空き 家対策担い手育成ス タ ート アッ プ支援を実施 
○認定者の活動報告を行い、民間主導の空き 家対策の事例を共有する セミ ナーを開催 

R5年度 
○エリ アマネージャ ー認定者の活動が推進さ れる よ う 、市町村や地域と の関わり 方に
ついて助言等の支援を実施 

 

（ ４ ） 空き 家の発生抑制に向けた取組み 

①目的 

 空き 家の早期利活用や老朽化し た空き 家の解体の取組みを実施し ても 、新たに空き 家が

発生する 速度が速く 、空き 家の減少につながっていないのが現状です。そこ で、新たな空

き 家の発生を抑制する 取り 組みと し て、終活セミ ナー等を開催し 、空き 家になら ないよ う

に元気なう ちに不動産をど う する か考える き っかけづく り を行っていま す。  

① 事業実績 

・ R3年度 山形市で開催。  

・ R4年度 山形市、 南陽市で開催。  

・ R5年度 新庄市、 河北町で開催。  

 

（ ５ ） 空き 家再生等推進事業・ 空き 家対策総合支援事業 

①事業概要 

 空家等対策計画に基づいて実施する 、不良住宅、特定空家等の除却、空家住宅等の活用

を行い、地域の活性化や地域コ ミ ュ ニティ の維持・ 再生や、住環境の整備改善を図る 。（ 補

助率 国１ /２ ）  

②対象施設 

・ 空き 家再生等推進事業 

  計画区域内に存する 本事業を実施し よ う と する 際に使用さ れておら ず、かつ、今後も

従来の用途に供さ れる 見込みのない空き 家住宅又は空き 建築物も し く は不良住宅 

・ 空き 家対策総合支援事業 

  計画区域内に存する 空き 家対策特措法に基づく 空家等、 特定空家等及び不良住宅 

 ※いずれの事業も 空き 家特措法に基づく 空家等対策計画の策定が必要  
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５  住宅・ 建築物安全ス ト ッ ク 形成事業 

 

（ １ ） 住宅・ 建築物耐震改修等事業 

地震の際の住宅・ 建築物の倒壊等によ る 被害の軽減を図る ため、住宅・ 建築物の耐震性の向

上に資する 事業を行う 地方公共団体に対し 、 国が必要な助成を行う も のである 。  

①住宅 

 ・ 耐震診断 

令和６ 年度は33市町村で住宅への耐震診断への支援を実施する 。  

 ・ 山形県住宅耐震改修事業 

地震発生時における 住宅の被害軽減を 図る ため、 住宅の耐震改修工事を行う 者に補助金

を交付する 。  

県： 耐震改修工事費に要する 費用の1/4（ 上限20万円） ※ 

市町村： 32市町村で追加補助を実施※ 

※市町村によ り 補助率、 上限が異なる 。  

住宅の耐震改修等事業の実績                 （ 戸）  

年度 

区分 
H29 H30 H31/R1 R2 R3 R４ R5 

耐震診断 97  78  70  45 56 55 47 

耐震改修 22  21  14  16 15 7 8 

②建築物（ 建築物耐震化促進事業）  

・ 建築物の耐震改修の促進に関する 法律（ 耐震改修促進法） の改正によ り 、 耐震診断が義 

務化さ れた大規模な民間建築物※1の所有者に対する 耐震診断※2及び耐震補強設計※3への支 

援に続き 、 耐震改修工事等に対し て市と の協調補助を実施する 。  

・ 国の補助制度が令和７ 年度ま で延長さ れたため未着手の所有者に対し て働き かけていく 。 

※１  耐震診断が義務化さ れた大規模な民間建築物 

   多数の県民が利用する 階数３ 階以上かつ延べ面積5, 000㎡以上のホテル・ 旅館、 百貨店、 駐車

場、 結婚式場等 

※２  耐震診断については、 平成26・ 27年度に国・ 県・ 市町村が協調し て補助を行い、 対象と なる 建

築物の耐震診断は完了。  

※３  耐震補強設計については、 平成28・ 29年度に国・ 県・ 市町村が協調し て補助を行っ たが、 対象

と なる 建築物のう ち実施未定が５ 施設あり 。  
 

建築物耐震化促進事業の実績（ 対象施設： １ ８ 施設）            （ 施設） 

 耐震診断 耐震補強設計 耐震改修工事等 

平成26年度 6  ‐   ‐   

平成27年度 6  ‐   ‐   

平成28年度 ‐   6  ‐   

平成29年度 ‐   2  3  

平成30年度 ‐   ‐   3  

令和３年度 ‐   ‐   1  

注１ ） 耐震診断済み６ 施設（ 支援を受けずに実施し たも の）  
注２ ） 耐震補強設計・ 耐震改修工事等不要 ５ 施設（ 耐震性あり ２ 施設、 改修済み１ 施設及び再

開発２ 施設）  
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（ ２ ） がけ地近接等危険住宅移転事業（ 土砂災害等危険住宅移転促進事業）  

県民の生命の安全を確保する こ と を目的と し て、 次のいずれかの区域内にある 危険住宅の

移転を行う 者に対し て補助金を交付する 。  

・「 建築基準法」 第39条に基づき 地方公共団体が指定する 災害危険区域 

・「 建築基準法」 第40条に基づき 地方公共団体が指定する がけ地区域 

・「 土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法律」 第９ 条に基づき  

知事が指定する 土砂災害特別警戒区域 

  がけ地近接等危険住宅移転促進事業の実績                 （ 件）  

 除却 建物 土地 

昭和49年～平成17年度 1,030  955  399  

平成18年度～平成29年度 31  17  8  

平成30年度～令和５年度 21  5  4  

令和６年度(予定) 3  0  0  

※平成18～29年度は土砂災害特別警戒区域のみを 対象と し た土砂災害等危険住宅移転促進事業の実績 

『 がけ地近接等危険住宅移転事業( S49～H17) 』 対象区域 

建築基準法第39条によ る 「 災害危険区域」、 同法第40条によ る 「 がけ地区域」  

『 土砂災害等危険住宅移転事業( H18～H29) 』 対象区域 

土砂災害防止法第９ 条によ る 「 土砂災害特別警戒区域」  

『 がけ地近接等危険住宅移転事業( H30～) 』 対象区域 

 建築基準法第39条によ る 「 災害危険区域」、 同法第40条によ る 「 がけ地区域」、  

 土砂災害防止法第９ 条によ る 「 土砂災害特別警戒区域」   
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６  やま がた省エネ健康住宅 

 

（ １ ） やま がた省エネ健康住宅認証制度 

 ・「 やま がた省エネ健康住宅」 の認証制度を平成30年４ 月１ 日に創設。  

・ 国で定める 基準を上回る 高い断熱性能及び気密性能を有する 住宅の普及を図る 。  

  ・ 目的： ①住宅内のヒ ート ショ ッ ク によ る 事故や各種疾患防止 

②冷暖房負荷を低減し カーボンニュ ート ラ ル化に資する  

・ 対象住宅： 新築住宅、 全体改修を行う 既存住宅 

 ・ 認証基準：   

等級 
外皮平均熱貫流率（UA値） 

相当隙間面積（C値） 
３地域 ４地域 ５地域 

Y-G3 
0.20 W/㎡K

以下 

0.23 W/㎡K 

以下 

0.23 W/㎡K 

以下 

1 ㎠/㎡以下 Y-G2 
0.28 W/㎡K

以下 

0.34 W/㎡K 

以下 

0.34 W/㎡K 

以下 

Y-G1 
0.38 W/㎡K

以下 

0.46 W/㎡K 

以下 

0.48 W/㎡K 

以下 

【参考】 

国の基準 

0.56 W/㎡K

以下 

0.75 W/㎡K 

以下 

0.87 W/㎡K 

以下 
－（基準なし） 

 

・ 認定等実績                               （ 件）  

 新築 全体改修 

設計適合証 検査済証 認定証 設計適合証 認定証 

H30 29 18 13 0 0 

R1 48 42 45 0 0 

R2 69 65 60 0 0 

R3 82 69 73 0 0 

R4 128 98 94 0 0 

R5 304 275 240 1 1 

 

（ ２ ） その他 

 ・「 ヒ ート ショ ッ ク 対策推奨基準」（ 部分的な断熱改修、 局所暖房器設置等） を位置づけ 

 ・ 新築工事、 改修工事に対する 支援制度に「 やま がた健康住宅」 への支援メ ニュ ーを創設 

 山形の家づくり利子補給制度※ 住宅リフォーム総合支援事業※ 

寒さ対策・断熱化型 

（やまがた健康住宅） 

寒さ対策・断熱化 

（ヒートショック対策） 

H30 21件 1,598件 

R1 35件 1,721件 

R2 55件 1,672件 

R3 63件 1,603件 

R4 57件 1,408件 
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７  被災建築物応急危険度判定 

 

・ 大規模な地震によ り 被災し た建築物の余震等によ る 建築物の倒壊、 部材の落下等によ る 二

次災害を防止し 、 住民の安全を図る ために行う も の。  

・ 県が認定し た判定士が建築物の被害を 調査し 、 余震等によ る 二次災害の発生の程度を判定

し 、 判定ス テッ カーによ り 住民に周知する ための表示を行う 。  

・ 平成７ 年の阪神・ 淡路大震災の際に初めて本格的に行われ、その有効性が認識さ れた。その

後の多く の地震においても 活用さ れている 。  

①山形県被災建築物応急危険度判定士 認定者数              （ 令和６ 年３ 月末現在）   

 行政判定士 民間判定士 計 

村山総合支庁管内 98  460  558  

最上総合支庁管内 6  49  55  

置賜総合支庁管内 23  142  165  

庄内総合支庁管内 40  182  222  

計 167  833   1,000  

②近年の派遣実績 

 延べ人数（人） 調査件数（件） 実施期間 

平成23年東日本大震災 72  2,634  H23.4.15～H23.4.22  

平成28年熊本地震 30  128  H28.4.26～H28.4.28   

 

 

８  宅地建物取引業指導の概要 

 

宅地及び建物の取引の公正を 確保する ため、 宅地建物取引業者の免許交付及び指導監督

を行っている 。  

○山形県内の宅地建物取引業者数 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 

739業者 736業者 738業者 739業者 735業者 732業者 

○山形県における 宅地建物取引主任者資格試験結果 

年度 受付申込者数 受験者数 合格者数 合格率 

H30 1,075名 864名 126名 14.6％ 

R1 1,094名 876名 143名 16.3％ 

R2 1,008名 834名 122名 14.6％ 

R3 1,103名 899名 152名 16.9％ 

R4 1,059名 842名 133名 15.8％ 

R5 1,141名 924名 119名 12.9％ 
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９  建築行政の概要 

 

（ １ ） 建築基準法 

 国民の生命、健康及び財産の保護を図る ため、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関

する 基準に従って確認、 検査、 指導等を行っている 。  

 平成11年の改正建築基準法施行を受け、平成13年６ 月に民間の確認検査機関｢( 株) 山形

県建築サポート センタ ー｣が山形市内に設立さ れ、 現在、 県内全域を対象に「 ３ 階以下か

つ500平方メ ート ル以下」 の建築物及びこ れら の建築物に設置さ れる 建築設備・ 工作物の

建築確認・ 検査を行っている 。  

 ま た、 階数、 規模が一定程度以上の建築物（ 特殊建築物等） 又は昇降機、 建築設備につ

いては、建築基準法に基づき 特定行政庁（ 県又は山形市） への定期的な報告が義務づけら

れており 、 報告内容の確認と 是正指導を行っている 。  

 

① 確認・ 許可件数 

 H30 R1 R2 R3 R4 

確  認 776件 655件 566件 522件 465件 

許 認 可 19件 14件 14件 20件 14件 

※建築確認申請受付件数は山形県受付分のみであり 、 工作物、 建築設備、  

計画変更を含み、 建築基準法第18条の規定によ る 計画通知を含ま ない。  

②建築審査会への付議件数 

  Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

付議件数 3 1 2 4 1 1 

同  意 3 1 2 4 1 1 

不 同 意 0 0 0 0 0 0 
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③定期報告・ 検査の報告件数  

 指定件数 報告すべき件数 報告件数 報告率(％) 

特
殊
建
築
物
等 

H30 1,775 505 387 76.6 

R1 1,788 618 539 87.2 

R2 1,708 561 543 96.8 

R3 1,398 495 407 82.2 

R4 1,399 624 575 92.1 

昇
降
機
等 

H30 2,505 2,473 2,272 91.9 

R1 2,437 2,265 2,076 91.7 

R2 2,549 2,497 2,304 92.3 

R3 2,540 2,472 2,323 94.0 

R4 2,541 2,469 2,306 93.4 

建
築
設
備 

H30 390 300 211 70.3 

R1 355 219 176 80.4 

R2 308 308 260 84.4 

R3 280 280 247 88.2 

R4 284 284 255 89.8 

防
火 

設
備 

H30 762 759 614 80.9 

R1 738 728 654 89.8 

R2 595 593 539 90.9 

R3 714 706 650 92.1 

R4 745 742 692 93.3 

   ※防火設備は30年度から 報告対象に追加 
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（ ２ ） 建築士法 

 建築士・ 建築士事務所の業務の適正を図る ため、 建築士免許・ 建築士事務所の登録及

び指導、 監督並びに二級・ 木造建築士試験等を行っている 。  

 なお、 建築士法の規定に基づき 、 建築士登録関係業務については一般社団法人山形県

建築士会が、 建築士事務所登録関係業務については一般社団法人山形県建築士事務所協

会が、それぞれ県に代わり 当該業務を行っている 。ま た、二級建築士・ 木造建築士試験業

務については、 公益財団法人 建築技術教育普及センタ ー（ 東京都） が県に代わって試験

業務を行っている 。  

①建築士・ 建築士事務所登録件数 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

建築士 

（名） 

一級 2,076 2,017 2,029 2,031 2,051 2,064 

二級 10,030 10,051 10,104 10,155 10,197 10,218 

木造 181 181 181 181 181 180 

計 12,287 12,249 12,314 12,367 12,429 12,462 

建築士 

事務所 
（所） 

一級 693 666 666 658 652 644 

二級 467 442 441 426 412 397 

木造 1 1 0 0 0 0 

計 1,161 1,109 1,107 1,084 1,064 1,041 

※各年度末現在 

②二級建築士試験合格者数 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

総受験者数 174 152 205 217 207 137 

合格者数 43 23 60 54 47 28 

合格率 24.7%  15.1%  29.3％ 24.9％ 22.7％ 14.9％ 

③木造建築士試験合格者数 
 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

総受験者数 1 0 0 0 2 0 

合格者数 0 0 0 0 0 0 

合格率 0％ － － － 0％ － 
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（ ３ ） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律（ 建築物省エネ法）  

社会経済情勢の変化に伴い建築物における エネルギーの消費量が著し く 増加し ている こ

と から 、 建築物のエネルギー消費性能の向上を図る ため、 一定規模以上の建築物（ 300㎡以

上の非住宅建築物） のエネルギー消費性能基準への適合義務の創設、 エネルギー消費性能

向上計画の認定制度等の創設等の措置を定める も のである 。  

適合義務は平成29年４ 月１ 日に、 認定制度は平成28年４ 月１ 日に施行さ れている 。  

 

○適合義務・ 届出のあった件数（ 山形県受付分のみ）  

 

 

 

 

 

○認定制度認定件数（ 山形県認定分のみ）   

 

 

 

 

 

（ ４ ） 都市の低炭素化の促進に関する 法律（ エコ ま ち法）  

市町村によ る 低炭素ま ちづく り 計画の作成や低炭素建築物の普及の促進のための措置等

を講ずる こ と によ り 、 都市の低炭素化の促進を図る こ と を目的と し た法律であり 、 低炭素

建築物新築等計画の認定を受けた住宅には、 所得税等の軽減や容積率の緩和等の優遇措置

が適用さ れる 。（ 認定開始年度： 平成25年度）  

○認定件数（ 山形県認定分のみ）  

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

認定戸数 2 0 5 21 8 0 

 

（ ５ ） 長期優良住宅の普及の促進に関する 法律 

  長期にわたり 良好な状態で使用する ための措置がその構造及び設備について講じ ら れた

優良な住宅の普及を促進する ため、 国土交通大臣が策定する 基本方針について定める と と

も に、 所管行政庁によ る 長期優良住宅建築等計画の認定等を定めた法律である 。  

  長期優良住宅建築等計画の認定を受けた住宅には、 住宅ロ ーン減税の控除額割増や固定

資産税等の軽減等の優遇措置が適用さ れる 。（ 認定開始年度： 平成21年度）  

   

○認定件数（ 山形県認定分のみ）（ 単位： 戸）  

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

認定戸数 330 260 302 327 289 293 

 

 R2 R3 R4 R5 
適合判定 

件数 
届出件数 適合判定 

件数 
届出件数 適合判定 

件数 
届出件数 適合判定 

件数 
届出件数 

住 宅 
床面積2000㎡以上  0  0  0  0 

床面積300㎡以上2000㎡未満  49  51  56  61 

住 宅

以 外 

床面積2000㎡以上 0 0 0 2 0 0 0 0 

床面積300㎡以上2000㎡未満 0 85 0 18 0 6 1 8 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

性能向上計画認定件数 10 11 16 22 13 9 

基準適合認定件数 0 0 0 0 0 0 
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（ ６ ） 高齢者等の移動の円滑化の促進に関する 法律（ 新バリ アフリ ー法）  

 新バリ アフ リ ー法は、公共交通機関、道路・ 公園など の公共施設及び建築物の一体的な整

備を進める 措置等を講ずる こ と によ り 、高齢者等の移動・ 施設利用の利便性向上、安全性の

向上を図る こ と を目的にし ている 。  

建築主、 建築物の所有者又は管理者は、 特定建築物（ 学校、 病院、 劇場等、 多数の者が利

用する 建築物） について、 建築物の廊下、 階段、 出入口、 便所、 客室、 駐車場等のバリ アフ

リ ー化に努めなければなら ないこ と と さ れている 。ま た、特別特定建築物（ 不特定かつ多数

の者が利用し 、又は主と し て高齢者、障がい者等が利用する 施設） は特にバリ アフ リ ー化が

必要なも のと 位置づけら れており 、延べ面積2, 000㎡以上のも のはバリ アフ リ ー化が義務づ

けら れている 。（ 建築確認申請時にバリ アフ リ ー基準に適合し ている こ と を 審査する 。）  

なお、「 山形県みんなにやさ し いま ちづく り 条例」 では、 特別特定施設のう ち特別支援学

校、 病院・ 診療所、 老人福祉センタ ー等についてはバリ アフ リ ー化適合義務の対象面積を

「 延べ面積1, 000㎡以上」 に引き 下げている 。  

ま た、 特定建築物については建築等及び維持保全の計画について所管行政庁の認定を受

ける と 、認定特定建築物の建築主は、建築物など に認定を受けている 旨の表示を付する こ と

ができ る 。  

 

○認定件数（ 山形県認定分のみ）（ 山形県認定分のみ） 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

認定件数 0 0 0 0 0 0 

 

 

（ ７ ） 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する 法律（ 住宅瑕疵担保履行法）  

 「 住宅の品質確保の促進等に関する 法律」 で定めら れた10年間の瑕疵担保責任の履行を実

現する ための資力確保を義務化する 新たな法律と し て、平成21年10月１ 日全面施行さ れた。 

施行日以降に引き 渡さ れる 新築住宅の売主又は請負人には、「 保険への加入」 又は「 保証

金の供託」 が義務付けら れ、 売主等は年に２ 回の基準日（ ３ 月31日、 ９ 月30日） ごと に、 保

険や供託の状況について、 建設業法及び宅地建物取引業法を所管する 県又は国に届け出な

ければなら ない。  

○届出の戸数（ 知事免許分）  

H30.3 H30.9 H31.3 R1.9 R2.3 R2.9 R3.3 R4.3 R5.3 

建設業者 1,099 684 1,241 836 1090 736 1,033 1,882 1,528 

宅建業者 67 94 70 94 95 95 93 165 165 

※保証金供託によ る 実績なし  
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１ ０  建築関係統計調査の概要 

 

建築物の着工動態を明ら かにし 、 住宅対策の参考や関係機関が経済動向を探る ための利用

など 、 建築及び住宅に関する 基礎資料と し て各種統計表を公表し ている 。  

 

（ １ ） 建築着工統計 
年度 

区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

工事届（件） 5,680 5,603 5,892 5,443 5,150 5,081 4,813 4,280 

除却届（件） 670 898 878 1,126 1,131 1,312 1,431 - 

全建築物床面積（千㎡） 1,184 1,118 1,155 1,004 995 965 884 708 

新設住宅床面積（千㎡） 577 573 611 556 499 513 436 419 

新設住宅（戸） 5,517 5,968 6,207 5,697 4,910 5,184 4,559 4,510 

利
用
別
内
訳 

持 家 3,035 3,005 3,211 2,804 2,862 2,867 2,474 2,336 

貸 家 1,808 2,152 2,114 1,894 1,273 1,541 1,296 1,365 

給与住宅 30 49 14 25 8 21 52 26 

分譲住宅 644 762 868 974 767 755 737 783 

 

（ ２ ） 住宅における 工事別対比表                       【 床面積： ㎡】  
年度 

区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

新
設 

戸数 5,697 81％ 4,910 79%  5,184 79%  4,559 76%  4,510 78%  

床面積 555,822 91％ 499,177 91%  513,316 91%  435,778 88%  419,149 89%  

そ
の
他 

戸数 1,365 19％ 1,304 21%  1,402 21%  1,452 24%  1,266 22%  

床面積 54,476 9％ 49,042 9%  53,695 9%  56,952 12%  50,340 11%  
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１ １  住宅確保要配慮者に対する 賃貸住宅供給事業 

 

（ １ ） 公的賃貸住宅 

県ま たは市町村が供給する 賃貸住宅は、 公営住宅と 高齢者向け優良賃貸住宅及び特定

公共賃貸住宅等がある 。  

①公営住宅 

・ 地域住民の生活の安定と 社会福祉の増進のため、 県や市町村が国の補助を受けて設置

する 、 住宅に困窮する 低額所得者向けの賃貸住宅 

・ 収入基準： １ か月の認定所得158, 000円以下 

ただし 、障がい者のいる 世帯や高齢者のいる 世帯については、「 214, 000円以

下」 に緩和 

・ 管理戸数（ 令和６ 年３ 月31日現在）： 県営、 市町村営合計10, 037戸 

 

②高齢者向け優良賃貸住宅 

・ 高齢単身・ 夫婦世帯向けのバリ アフ リ ー化さ れた住宅 

・ 市町村が、民間が設置・ 管理運営する 住宅の建設費及び家賃の一部を補助し 、高齢者が

暮ら し やすい優良な住宅を供給する も の 

・ 対象戸数（ 令和６ 年３ 月31日現在）： 88戸（ ４ 市町）  

 

③特定公共賃貸住宅等（ 特定公共賃貸住宅・ 地域優良賃貸住宅( 公共供給型) ）  

・ 地方公共団体が供給する 中堅所得者向けの賃貸住宅 

・ 収入基準： １ か月の認定所得158, 000円以上487, 000円未満の範囲（ 地方公共団体が設

定）  

・ 役割： ①公営住宅の入居階層と 連続し た広範囲の階層から なる 公的賃貸住宅への居住

ニーズに対応 

②地方定住促進、 更には持家と の格差の大き い賃貸住宅の居住水準の改善に寄

与 

・ 対象戸数（ 令和６ 年３ 月31日現在）： 125戸（ 11市町）  
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〇事業主体別・ 構造別公営住宅戸数（ 管理ベース ）                令和６ 年３ 月31日現在 

 

 

 

  

山形市 1,826 1,392 434 822 32 16 682 92 2,648 32 0 0 16 0 2,074 526 21

上山市 130 12 70 48 174 54 120 304 0 12 70 0 54 168 0 8

天童市 290 16 274 279 40 239 569 0 16 0 40 0 513 0

山辺町 50 50 40 6 34 90 0 0 6 0 0 84 0

中山町 30 12 18 64 64 94 0 12 0 0 0 82 0

寒河江市 182 30 152 68 68 250 30 0 0 0 0 220 0

河北町 52 2 50 36 36 88 2 0 0 0 0 86 0 15

西川町 27 27 0 27 27 0 0 0 0 0 0 6

朝日町 39 27 12 0 39 27 0 0 0 0 12 0 8 10

大江町 40 40 24 24 64 40 0 0 0 0 24 0 28

村山市 78 24 54 36 36 114 24 0 0 0 0 90 0

東根市 220 62 22 48 88 56 56 276 62 22 48 0 0 144 0

尾花沢市 140 18 122 16 16 156 18 0 0 0 0 138 0 4

大石田町 48 48 24 24 72 0 0 0 0 0 72 0 18

小計 3,152 230 62 118 0 0 2,308 434 1,639 32 0 6 56 54 1,399 92 4,791 262 62 124 56 54 3,707 526 36 46 36

新庄市 362 362 136 136 498 0 0 0 0 0 498 0

金山町 77 29 48 0 77 29 0 0 0 0 48 0

最上町 93 61 32 0 93 61 0 0 0 0 32 0 10

舟形町 57 9 48 0 57 9 0 0 0 0 48 0

真室川町 64 8 20 36 0 64 8 20 0 0 0 36 0

大蔵村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鮭川村 15 15 0 15 15 0 0 0 0 0 0

戸沢村 49 37 12 0 49 37 0 0 0 0 12 0

小計 717 159 20 0 0 0 538 0 136 0 0 0 0 0 136 0 853 159 20 0 0 0 674 0 0 0 10

米沢市 615 75 540 434 16 418 1,049 0 75 0 16 0 958 0 45

南陽市 106 58 48 76 10 66 182 0 58 0 10 0 114 0

高畠町 62 18 8 36 64 64 126 18 0 0 8 0 100 0 6

川西町 44 22 4 18 18 18 62 22 4 0 0 0 36 0

長井市 184 26 20 138 76 12 64 260 38 20 0 0 0 202 0

小国町 71 5 18 48 48 48 119 5 18 0 0 48 48 0

白鷹町 35 23 12 52 10 42 87 33 0 0 0 0 54 0

飯豊町 16 16 12 12 28 16 0 0 0 0 12 0

小計 1,133 110 175 0 8 48 792 0 780 22 0 0 26 0 732 0 1,913 132 175 0 34 48 1,524 0 45 6 0

鶴岡市 811 79 18 714 268 16 252 1,079 95 0 18 0 0 966 0 11

酒田市 774 65 83 6 620 402 336 66 1,176 65 0 83 6 0 956 66 3

三川町 28 12 16 0 28 12 0 0 0 0 16 0

庄内町 121 29 92 34 34 155 29 0 0 0 92 34 0 7 13

遊佐町 26 10 16 16 16 42 10 0 0 0 0 32 0

小計 1,760 195 0 101 6 92 1,366 0 720 16 0 0 0 0 638 66 2,480 211 0 101 6 92 2,004 66 7 27 0

合　　計 6,762 694 257 219 14 140 5,004 434 3,275 70 0 6 82 54 2,905 158 10,037 764 257 225 96 194 7,909 592 88 79 46

比率  ％ 100.0 10.3 3.8 3.2 0.2 2.1 74.0 6.4 100.0 2.1 0.0 0.2 2.5 1.6 88.7 4.8 100.0 7.6 2.6 2.2 1.0 1.9 78.8 5.9

村山

最上

置賜

庄内

木造簡二 低耐 準中耐 中耐 高層
高優賃 特公賃 地優賃

計 木造 簡平 簡二 低耐 準中耐 中耐 高層簡平 簡二 低耐 準中耐 中耐
管内 市町村名

市　　　町　　　村　　　営　　　住　　　宅 県　　　営　　　住　　　宅 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

高層 計 木造 簡平 計
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（ ２ ） 民間賃貸住宅 

住宅セーフ ティ ネッ ト 制度（ 平成29年10月施行「 住宅確保要配慮者に対する 賃貸住宅の

供給の促進に関する 法律」 の一部を改正） によ る 住宅。  

空き 家・ 空き 室を活用し 、 低額所得者、 高齢者、 障がい者、 子育て世帯等の住ま い探し  

が困難な、いわゆる 住宅確保要配慮者（ 要配慮者） 向けの住宅確保を目指す制度で以下の

３ つのパート で構成する 。  

・ 要配慮者向け賃貸住宅の登録制度 

・ 一定の条件のも と 登録住宅の改修及び入居への経済的支援 

・ 要配慮者のマッ チング・ 入居支援 

 

①セーフティ ネッ ト 住宅登録状況 

・ 県内登録戸数（ 令和６ 年３ 月31日現在）： 6, 309戸（ 885棟）  

 

②住宅セーフ ティ ネッ ト 建設補助 

     国の住宅セーフ ティ ネッ ト 制度を活用し 、本県では、平成30年度から 、人口減少対

策のため10年間移住・ 新婚・ 子育て・ 若者単身・ 低額所得世帯専用に賃貸する こ と

を条件に、 登録住宅の改修補助を行う 市町村に、 国交付金に係る 地方負担分の補助

を実施する 。  

   ・ 令和５ 年度実績： 補助制度整備市町村 ６ 市町（ 山形市・ 米沢市・ 鶴岡市・ 寒河江

市・ 南陽市・ 舟形町・ 白鷹町）  

う ち１ 市（ 山形市） １ 件（ ６ 戸） 分の補助 

 

   ③家賃低廉化補助  

登録住宅に入居する 低額所得者の負担を軽減する ため、家賃を市場家賃よ り 減額し  

た賃貸人に対し 市町村が減額分を補助する 。  

・ 令和５ 年度実績： 補助制度整備市町村７ 市町（ 山形市・ 米沢市・ 鶴岡市・ 上山市・

南陽市・ 大石田町・ 白鷹町）  

う ち６ 市町（ 山形市・ 米沢市・ 鶴岡市・ 上山市・ 南陽市・ 大石田

町） が48戸の補助 
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１ ２  高齢者居住の安定確保の概要 

 

・「 高齢者の居住の安定確保に関する 法律の一部を改正する 法律」 に基づき 、 高齢者向けの

賃貸住宅と し て、 ｢サービ ス 付き 高齢者向け住宅｣を供給し ている 。  

・ サービス 付き 高齢者向け住宅は、必要最低限の生活サービ ス（ 生活相談サービ ス 、安否確

認サービ ス ） を必須と し 、 食事提供や清掃等の家事援助等が必要に応じ て追加さ れた住

宅 

・ 県や中核市に登録が必要 

・ 登録戸数（ 令和６ 年４ 月１ 日現在）： 1, 475戸 

 

件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数 件数 戸数

山形市 18 369 1 31 3 69 3 71 1 17 1 26 558

上山市 2 29 2 29

天童市 2 50 1 36 -1 -13 1 30 3 103

山辺町 0 0

中山町 0 0 0

寒河江市 2 59 2 59

河北町 1 20 1 20

西川町 1 11 1 11

朝日町 0 0

大江町 0 0

村山市 0 0

東根市 1 5 1 5

尾花沢市 0 0

大石田町 1 12 1 12

小計 25 527 3 48 5 116 0 0 2 58 1 17 0 0 0 0 1 31 0 0 37 797

新庄市 2 63 1 50 -17 -1 -3 -30 2 63

金山町 0 0

最上町 0 0

舟形町 0 0

真室川町 0 0

大蔵村 0 0

鮭川村 0 0

戸沢村 0 0

小計 2 63 1 50 0 0 0 0 0 -17 0 0 0 0 -1 -3 0 -30 0 0 2 63

米沢市 3 83 1 38 4 121

南陽市 0 0

高畠町 0 0

川西町 0 0

長井市 0 0

小国町 0 0

白鷹町 0 0

飯豊町 0 0

小計 3 83 0 0 1 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 121

鶴岡市 5 138 1 25 2 44 8 207

酒田市 8 176 2 30 1 12 -1 -20 1 70 11 268

三川町 1 19 1 19

庄内町 0 0

遊佐町 0 0

小計 13 314 4 74 3 56 0 0 -1 -20 1 70 0 0 0 0 0 0 0 0 20 494

合計 43 987 8 172 9 210 0 0 1 21 2 87 0 0 -1 -3 1 1 0 0 63 1475

庄内

管内 市町村名

村山

最上

置賜

サービス 付き 高齢者向け住宅市町村別登録件数（ 戸数）

H30H27 H28
令和6年4月1日

R4R1H23～H26 R2 R3 合計H29 R5
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１ ３  市街地再開発事業等 

 

（ １ ） 事業概要 

①市街地再開発事業 

 都市再開発法に基づき 市街地における 土地の合理的かつ健全な高度利用と 都市機能

の更新を目的と し て権利変換手法等を行い建築物、 敷地、 公共施設等を整備する も の。 

②優良建築物等整備事業 

 都市再開発法に基づかない任意の再開発事業と し て、 良好な市街地住宅供給や公共

空地等の整備を目的と し て整備する も の。  

③ス マート ウ ェ ルネス 住宅等推進事業 

 高齢者等の多様な世代が交流し 、 安心し て健康に暮ら すこ と ができ る 環境の整備を

図る こ と を目的と し 、 高齢者等の居住の安定確保と 健康の維持・ 増進を推進する 先導

的な住ま いづく り 又はま ちづく り に関する 事業を推進する も の。  

④暮ら し ・ にぎわい再生事業 

  人口減少等によ り 衰退し た中心市街地の再生を図る ため、 都市機能の街中立地や空

き ビ ルの再生、 関連空間整備など を推進し 、 ま ちなかの暮ら し ・ にぎわいの再生に資

する ま ちづく り を行う 事業 

（ ２ ） 近年の実施地区 

・ 山形市十日町一丁目地区優良建築物等整備事業 平成15年度～平成17年度 

・ 酒田市中町三丁目地区第一種市街地再開発事業 平成14年度～平成18年度 

  ・ 山形市七日町第6ブロ ッ ク 地区優良建築物等整備事業 平成22年度～平成24年度 

 ・ 鶴岡市本町一丁目地区優良建築物等整備事業  平成28年度 

 ・ 山形市七日町第５ ブロ ッ ク 南地区第一種市街地再開発事業 平成28年度～令和3年度 

 ・ 酒田市中町二丁目地区第一種市街地再開発事業 平成28年度～令和3年度 

 ・ 酒田駅前地区第一種市街地再開発事業 平成28年度～令和4年度 

（ ３ ） 市町村実施事業 

①ス マート ウ ェ ルネス 住宅等推進事業 

地区名 事業概要 

本町第１ ブロ ッ

ク 南地区 

（ 山形市）  

○事業期間           ○主な用途 
  令和4年度～          住宅・ 店舗 等 
○地区面積           ○R６ 事業概要 
  0. 1ha             本体建築工事 

②暮ら し ・ にぎわい再生事業 

地区名 事業概要 

七日町第８ ブ

ロ ッ ク 南地区 

（ 山形市）  

○事 業 期 間  令和３ 年度～令和７ 年度 
○地 区 面 積  0. 4ha 
○R６ 事業概要  本体建築工事 
○ R６ 事 業 費  191， 100千円（ う ち国費63, 700千円）  

七日町第８ ブ

ロ ッ ク 北地区 

（ 山形市）  

○ 事 業 期 間  令和６ 年度～令和１ ０ 年度 
○ 地 区 面 積  0. 3ha 
○R６ 事業概要  基本・ 実施設計 
○ R６ 事 業 費  714， 000千円（ う ち国費27, 894千円）  
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小国町中央地区

整備計画 

（ 小国町）  

○ 事 業 期 間  令和６ 年度～令和７ 年度 
○ 地 区 面 積  0. 82ha 
○ R6事 業 概 要  本体建築工事着手 
○ R6 事 業 費  267, 500千円（ う ち国費106, 675千円）  

 

 

１ ４  街なみ環境整備事業等 

 

（ １ ） 事業概要 

 ①街なみ環境整備事業 

   住宅が密集し 、かつ生活道路等が未整備の地区において、ゆと り と 潤いのある 住宅地区

形成のため、 住環境の整備・ 改善を図る 事業 

 

（ ２ ） 近年の実施地区 

  ・ 金山町金山区域地区 平成16年度～平成 24年度 

 

（ ３ ） 今年度の実施地区 

 地区名 事業概要 

鶴岡公園と その

周辺地区 

（ 鶴岡市）  

○事 業 期 間   平成26年度～令和9年度（ R5～第２ 期）  
○地 区 面 積   120ha 
○R６ 事業概要  整備方針策定 
○事 業 費  5, 152千円（ う ち国費2, 576千円）  

羽黒手向地区 

（ 鶴岡市）  

○事 業 期 間  平成26年度～令和9年度（ R5～第２ 期）  
○地 区 面 積  538ha 
○R６ 事業概要  修景整備等 
○事 業 費  12, 840千円（ う ち国費4, 670千円）  

羽黒松ヶ 丘地区 

（ 鶴岡市）  

○事 業 期 間  平成26年度～令和9年度（ R5～第２ 期）  
○地 区 面 積  293ha 
○R６ 事業概要  協議会活動助成 
○事 業 費  800千円（ う ち国費400千円）  

山寺地区 

（ 山形市）  

○事 業 期 間  令和2年度～令和11年度 
○地 区 面 積  235ha 
○R６ 事業概要  修景事業 
○事 業 費  23, 758千円（ う ち国費11, 879千円）  

蔵王地区 

（ 山形市）  

○事 業 期 間  令和2年度～令和11年度 
○地 区 面 積  24ha 
○R６ 事業概要  修景事業、 道路美装 
○事 業 費  46, 914千円（ う ち国費23, 457千円）  
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１ ５  山形県住宅供給公社の概要 

 

 住宅供給公社は、昭和40年11月に設立さ れ、住宅を必要と する 勤労者に対し 、住宅の積立分

譲等の方法によ り 、 居住環境の良好な住宅団地の開発、 供給等を行ってき た。  

 平成28年度に「 公社等に関する 指導指針」（ H28. 3月改定） に基づき 、 事業の意義、 経営健全

性、 費用対効果の視点から 公社のあり 方を検証し た結果、 令和4年の廃止予定を見直し 、 地方

創生に貢献する 新たな役割を担う 組織と し て、愛称を「 山形県すま い・ ま ちづく り 公社」 と 定

め、 再生する こ と と し た。  

（ １ ） 機構 

設立団体 本   所 支   所 

山 形 県 
山形市緑町一丁目 

９ 番30号 

山形市、 天童市、 米沢市、 酒田市、 鶴岡市、 新庄市、

上山市、村山市、南陽市の市役所及び河北町、山辺町、

中山町の役場 

 

（ ２ ） 組織( 令和６ 年４ 月１ 日)  

   理事長( 1) ―専務理事( 1) ―理事( 1)  

【 常勤】   【 常勤】   【 常勤】  

上記役員以外に、 非常勤の理事( 4) と 監事( 2)  

 

 

                              （  ） 内は兼務を含む数 

（ ３ ） 出資額 

         山形県  13, 000千円  山形市 3, 000千円  天童市    3, 000千円 

米沢市   1, 000千円    酒田市  1, 000千円   鶴岡市    1, 000千円 

26, 000千円   村山市    500千円    東根市    500千円  上山市     500千円 

                  新庄市     500千円    南陽市    500千円    庄内町      500千円 

                  河北町     500千円    山辺町    500千円 

 

（ ４ ） 令和５ 年度度事業実績 

  ① 分譲事業 

  ⅰ） 助成・ 管理 公社タ ウ ン蔵王みはら し の丘の助成・ 管理費       400千円 

  ⅱ） 販売    宅地分譲                       12区画 

② 地域づく り 支援事業 

  ⅰ） ま ちなか空き 家再生事業（  老朽空き 家解体跡地２ 箇所の販売促進 ）    52千円 

  ⅱ） 空き 家相談窓口事業（  空き 家無料相談会等の開催 ）           166千円 

ⅲ） 中古住宅診断助成事業（  県の補助制度と 連携し 補助 ）          0千円 

Ⅳ） 市町村施設の整備支援 

立替施行（  山形市・ 長井市・ 高畠町・ 鮭川村の施設整備の発注から 引渡し を代行）        

599, 681千円 

  Ⅴ） 県・ 市町村営住宅の管理支援（  朝日町営住宅の管理 ）       5, 899千円 

（  鶴岡市営住宅等の管理 ）       50, 901千円 

（  県営住宅等の管理 ）      361, 404千円 

  Ⅵ） 定住促進に向けた宅地開発（  川西町・ 河北町の要請によ る 宅地開発に係る 支援 ）  

○総務企画課（ ７ ）  

○ま ちづく り 推進課（ ４ ）  

○建築管理課（ ３ ５ ）  

○定住促進課（ ５ ）  

○販売課（ ３ ）  
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                                    700千円 

  ③資産の有効活用（  定期借地等 ）  

  ⅰ） 業務用地等                         25箇所 

  ⅱ） 居住用地                           23箇所 

④準学生寮の管理運営 

  山形市中心市街地の若者定着及び活性化を図る ため、 県、 山形市、 大学と の連携のも と 、 

空き テナント 等を準学生寮に活用し 、 管理運営を実施。  

  ・ 実施箇所  七日町一番街 １ 棟 ２ ２ 室 ・  香澄町の家  １ 棟 ３ 室 

         七日町一丁目 １ 棟 １ ３ 室 ・  第二公園の家 １ 棟 ５ 室 

         駅前大通り   １ 棟 １ ５ 室 

 

（ ５ ） 今後の事業 

人口減少の進展に伴う 空き 家の増加や子育て支援と いった課題に直面する 市町村を公社

の技術力等によ り 支援し 、 地域活性化を図る ため次の事業を実施し ていく 。  

① 市町村から の住宅施策等に関する 相談の受付け 

② 定住促進のための「 若者向け住宅」 又は「 市町村営住宅」 の整備への支援 

③ 県・ 市町村の公営住宅管理業務への支援 

④ ま ちの再生を図る ための支援（ 老朽空き 家の解体と 跡地の販売、空き 家買取り 再販等） 

⑤ 準学生寮の管理運営 
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１ ６  すま い情報センタ ーの運営 

 

（ １ ） 業務内容 

住宅に関する 総合相談 

（ ⅰ） 住宅の設計、 建設工法等の相談 

（ ⅱ） 住宅の維持管理、 リ フ ォ ームの相談 

（ ⅲ） 工事契約等に係る ト ラ ブル等の相談 

 

（ ２ ） 運営方法 

・ 直営によ り 運営 
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